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３．事業の実施状況 

 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 

事業名 【No.１（医療分）】 

がん診療施設設備整備事業 

【総事業費】 

88,500 千円 

事業の対象となる区域 鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊

毛，奄美 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和元年 11 月 18 日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県地域医療構想に掲げる病床の機能の分化・連携の推進

のためには，がん等の特定の機能を担う医療機関の機能強

化を図る必要がある。 

 がん医療の均てん化を図り，がん患者が住み慣れた地域

において治療方法を選択でき，適切な治療を受けられるよ

う，良質かつ適切ながん医療の提供体制を確保する必要が

ある。 

アウトカム指標： 県のがんによる年齢調整死亡率（75 歳未

満）H29 男性：90.2 女性：51.4 → R11 男性：80.6 女

性：47.7 

事業の内容（当初計画）  良質かつ適切な医療等を効率的に提供する体制の確保を

図るため，がん診療連携拠点病院等，県がん診療指定病院の

医療機関に，がんの診断，治療に必要な設備の整備に要する

経費を助成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

がん診療に係る設備整備（４医療機関） 

アウトプット指標（達成

値） 

がん診療に係る設備整備（４医療機関） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：県のがんによる年

齢調整死亡率 (R1 男性：91.3，女性：53.8)  

  

（１）事業の有効性 

   本事業の実施により，がん診療連携拠点病院等にお  

  いて，がん診療の充実が図られた。 

（２）事業の効率性 
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   当該医療機器を整備することにより，がん診療施設 

の設備の充実が図られた。 

その他  
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は医療

機関の施設又は設備の整備に関する事業 

事業名 【NO.２】 

患者口腔管理推進事業 

【総事業費】 

33 千円 

事業の対象となる区域 曽於，肝属，奄美，南薩，姶良・伊佐 

事業の実施主体 県（県民健康プラザ鹿屋医療センター，県立大島病院，県立

薩南病院，県立北薩病院） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 がん治療には高い頻度で様々な口腔合併症が発症するた

め，がん患者等に対する口腔ケア等を実施し，患者の口腔機

能の維持・改善による全身状態の改善や誤嚥性肺炎等の予

防を図る必要がある。 

アウトカム指標：平均在院日数の短縮 

 

病院名 H30実績 R1実績 R2目標 

鹿屋医療センター 10.6日 10.8日 10.7日 

薩南病院 14.2日 13.4日 13.3日 

北薩病院 17.5日 18.4日 18.3日 

事業の内容（当初計画） 地域医療支援病院や地域がん診療連携拠点病院等となっ

ている県立病院において，歯科衛生士の派遣を受け，がん

患者等に対する口腔ケア等を実施する。 

１ 入院・外来患者への口腔ケアの実施 

地域の歯科医師会等から歯科衛生士の派遣を受け，脳

卒中やがん等の入院・外来患者に対して，本人の了解を得

た上で，週１回程度の口腔ケアを実施する。 
 

２ 退院時支援の実施 

  退院時の口腔ケアの指導や歯科診療所の紹介等を行

う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

週１回程度の口腔ケア等の実施（各病院年間 52 回） 

アウトプット指標（達成

値） 

 地域の歯科医院等から歯科衛生士の派遣を受け，入院患

者等に対し口腔内の評価やブラッシング指導等の口腔ケア

を実施した。 

病院名 年間実績 備考 

鹿屋医療センター 90 回 週２回程度 

薩南病院 12 回 月 1 回程度 

北薩病院 ０回 実績なし 
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事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標：平均在院日数 

病院名 Ｒ２実績 

鹿屋医療センター 10.3 日 

薩南病院 12.2 日 

北薩病院 14.0 日 
 

（１） 事業の有効性 

鹿屋医療センター及び薩南病院は，アウトカム指標 

である平均在院日数の目標を達成した。 

 鹿屋医療センター 目標：10.7 日，実績：10.3 日 

 薩南病院     目標：13.3 日，実績：12.2 日 

   なお，北薩病院については，事業実施の体制が整わず

実績がなかった。 

（２） 事業の効率性 

対象患者については事前に各部署で協議の上，選定 

するとともに歯科衛生士には患者の状態を知る看護師 

が同行し，随時必要な情報提供を行っており，口腔ケア 

実施回数は，234 件（H30），166 件（R１），102 回（R２） 

と推移している。 

 

その他  
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事業の区分 １．地域の医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設

備の整備に関する事業 

事業名 【No.３（医療分）】 

病床の機能分化・連携支援事業 

【総事業費】 

46,601 千円 

事業の対象となる区域 鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊

毛，奄美 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和元年 11 月 14 日～令和４年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 地域医療構想において必要となる機能区分毎の病床を確

保するため，病床の機能転換整備を推進し，急性期から回復

期，在宅医療までの一連のサービスを各地域において総合

的に確保する必要がある。 

アウトカム指標：不足する医療機能（高度急性期・回復

期）において 2025 年までに整備する病床数 

高度急性期： 210 床（1,540 床－1,330 床※） 

回 復 期：2,158 床（7,048 床－4,890 床※） 

※H30 年度病床機能報告結果数値 

事業の内容（当初計画） 医療機関が地域医療構想において必要とされる病床機能

への分化・連携を行うために必要な施設・設備の整備費を助

成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

整備を行う医療機関数：10 施設 

アウトプット指標（達成

値） 

整備を行う医療機関数：２施設 

（１施設は令和２年度へ繰越） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

令和元年度基金を活用して整備を行った病床数 

高度急性期病床：６床 

 回 復 期 病 床：35 床 

（１）事業の有効性 

   本事業の実施により，高度急性期機能の整備（１医療

機関）及び慢性期機能から不足する回復期機能への転

換（１医療機関）ができる。 

（２）事業の効率性 

   必要な設備の購入のみで病床機能を転換することが 

可能であったことなどから，２医療機関ともに基準単価 

  より低い金額で執行することができた。 
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事業の区分 １．地域の医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設

備の整備に関する事業 

事業名 【No.４（医療分）】 

地域医療構想推進事業 

【総事業費】 

940 千円 

事業の対象となる区域 鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊

毛，奄美 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成 31 年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 地域医療構想において必要となる機能区分毎の病床を確

保するため，病床の機能転換整備を推進し，急性期から回復

期，在宅医療までの一連のサービスを各地域において総合

的に確保する必要がある。 

アウトカム指標：不足する医療機能（高度急性期・回復

期）において 2025 年までに整備する病床数 

高度急性期： 210 床（1,540 床－1,330 床※） 

回 復 期：2,158 床（7,048 床－4,890 床※） 

※H30 年度病床機能報告結果数値 

事業の内容（当初計画） ・地域医療構想の進め方について，各構想区域における地

域医療構想調整会議の参加者や議長，事務局を含む関係者

間の認識を共有する観点から，研修会を開催する。 

・病床機能報告データ等のデータを用い，地域の医療提供

体制について分析を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修会の開催（３回） 

本県の医療機能の目安となる客観的指標の作成 

アウトプット指標（達成

値） 

研修会の開催（２回） 

本県の医療機能の目安となる客観的指標「定量的基準」の作

成 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

確認できなかった。（R 元年病床機能報告結果（確定値）が

出ていないため。） 

（１）事業の有効性 

県内の各地域医療構想調整会議の関係者間の知識を

深め，かつ認識を共有することで地域医療構想調整会議

における議論の活性化を図ることができる。 
（２）事業の効率性 
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   地域医療構想の進め方について，各構想区域におけ 

  る地域医療構想調整会議の参加者や議長，事務局を含 

  む関係者間の認識を共有することで，地域医療構想調  

  整会議における議論の活性化を図ることができる。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.５（医療分）】 

在宅歯科医療連携拠点・障害者歯科診療

所当施設等施設整備事業 

【総事業費】 

60,188 千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 鹿児島県歯科医師会 

事業の期間 令和元年 12 月５日～令和３年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

  在宅医療の提供を推進するにあたって，障害者を含む在宅

歯科医療の提供体制を充実させるニーズが高まっており，在

宅歯科医療連携拠点及び障害者歯科診療所としての機能を

有する口腔保健センターを整備する必要がある。 

アウトカム指標：在宅療養支援歯科診療所の割合の増加 

（R5 年度目標値：30.0％，H29 年度現状値：17.8%） 

事業の内容（当初計画）  在宅歯科医療の提供体制を充実させるため，鹿児島県歯科

医師会が設置する口腔保健センターの施設整備を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

施設整備 １施設 

アウトプット指標（達成

値） 

施設整備 １施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

在宅療養支援歯科診療所の割合の増加 

→令和２年度完成のため現時点では観察できていない。 

（R5 年度目標値：30.0％，H29 年度現状値：17.8%） 

（１）事業の有効性 

    本事業の実施により，在宅歯科医療連携拠点及び障

害者歯科診療所としての機能を有する口腔保健セン

ターを整備し，障害者を含む在宅歯科医療提供体制の

充実を図ることができた。 

（２）事業の効率性 

    県歯科医師会が設置する口腔保健センターの施設

整備を行うことにより，在宅歯科医療や障害者歯科診

療の提供を効率的に行うことができる。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.6（医療分）】 

医療・ケア意思決定プロセス支援事業 

【総事業費】 

2,077 千円 

事業の対象となる区域 鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊

毛，奄美 

事業の実施主体 県（事業の一部を委託） 

事業の期間 平成 31 年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

  患者の意思を尊重し，地域の実情に応じた人生の最終段階

における医療と介護を実現するため，医療と介護の連携体制

の整備及び「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロ

セスに関するガイドライン」の普及を図る必要がある。 

アウトカム指標：自身の死が近い場合の医療・ケアについて 

話し合っている県民の割合の増加  

37.2％（H28 年度調査時） → 39.5％（R4 年） 

事業の内容（当初計画）  人生の最終段階における医療と介護の連携体制の整備及

び，「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに

関するガイドライン」普及のため，国が実施している「人生

の最終段階における医療体制整備事業意思決定支援教育プ

ログラム（E-FIELD）」指導者研修の受講者が講師となり，

医療・介護関係者等を対象とした多職種参加型の研修会や，

市町村が実施する研修，事例検討会，普及啓発等の支援を行

う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

１ 市町村向け研修会の開催：１回（年間） 

２ 医療・介護関係者向け研修会の開催：１回（年間） 

３ 市町村への講師派遣：３圏域（二次保健医療圏） 

アウトプット指標（達成

値） 

１ 市町村向け研修会の開催：１回 

２ 医療・介護関係者向け研修会の開催：２回 

３ 市町村への講師派遣：７圏域（19 市町村） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

自身の死が近い場合の医療・ケアについて話し合っている県

民の割合の増加： 

県民調査を実施していないため観察できなかったが，住民向

け講演会の受講者に実施したアンケートにおいて，94.6％の

住民が，「人生会議は必要だと思う」と回答しており，今後

の推移を見守ってまいりたい。 

（１）事業の有効性 
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・ 市町村向け研修会を１回開催。市町村行政関係者に「人

生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関する

ガイドライン」に基づいた意思決定支援の必要性について

の周知を図ることで，市町村での研修会や住民向けの講演

会の実施に繋がった。 

・ 医療・介護関係者向け研修会を２回開催。医療・介護関

係者に，上記ガイドラインに基づく意思決定支援に必要な

知識や技術を普及した。 

・ 市町村への講師派遣を７圏域（19 市町村）で実施。市町

村が実施する研修会等への支援を行うことで，医療・介護

関係者及び住民の理解向上に繋がった。 

（２）事業の効率性 

・ 事業委託を通じて，厚生労働省「人生の最終段階におけ 

 る医療体制整備事業」指導者研修の受講者等，当分野の精 

 通者に研修講師等を務めていただくことにより，効果的な 

 事業実施が展開できている。 

その他  

 

  



   

29 

 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.7（医療分）】 

小児在宅医療環境向上事業 

【総事業費】 

640 千円 

事業の対象となる区域 鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊

毛，奄美 

事業の実施主体 県 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和４年 3月 31 日 

☑継続 ／□終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療の進歩に伴う未熟児等の救命により，NICU 等を退院

して自宅で療養する医療的ケア児は増加傾向にある。 

 高齢者に対する在宅医療体制が構築されていくなか，小

児に対する在宅医療は介護保険が適用されず，支援体制も

十分な整備がなされていない。県内の医療資源調査におい

ても，医療的ケア児とその家族を支援する医療機関や訪問

看護ステーションが不足していたため，体制づくりを支援

する必要がある。 

アウトカム指標：小児の訪問看護に対応できる訪問看護ス

テーション数 

H27: 62 箇所 → H28: 73 箇所 → H29:73 箇所 → R１: 75

箇所 

事業の内容（当初計画） 在宅での医療的ケアを必要とする小児患者やその家族に

おける在宅医療環境の更なる向上を図るため，在宅療養に

必要な情報を提供するほか，医師や看護師等を対象とした

小児在宅医療研修会を開催する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

１ 小児在宅医療研修会の開催 （１回） 

アウトプット指標（達成

値） 

１ 小児在宅医療研修会の開催 （１回） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：小児の訪問看護に

対応できる訪問看護ステーション数（84 箇所）  

（１）事業の有効性 

   本事業の実施により，医療関係者の人材育成や，地  

  域での小児在宅医療連携体制の強化が行われた。 

（２）事業の効率性 

小児在宅医療研修会について，テレビ中継により 

13 会場で中継するなど，効果的な事業運営を行った。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.８（医療分）】 

緊急医師確保対策事業 

【総事業費】 

180,409 千円 

事業の対象となる区域 鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊

毛，奄美 

事業の実施主体 県（地域枠医学生離島・へき地医療実習等は鹿児島大学病院

に委託，女性医師復職研修事業は研修実施医療機関に委託，

他は県） 

事業の期間 平成 31 年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

離島・へき地をはじめとした地域的な医師の偏在や小児科，

産科等の特定診療科における医師不足に加え，臨床研修医の

県外流出等により地域の拠点病院においても医師不足が顕

在化するなど，医師の確保は喫緊の課題となっている。 

アウトカム指標：医師確保に関する目標（県保健医療計画） 

・現状値：H28 年度医師数 4,461 人 

・目標値：R５年度医師数 4,839 人 

事業の内容（当初計画） １ 大学卒業後，県内のへき地医療機関等に勤務しようとす

る鹿児島大学医学生に対する修学資金の貸与 

２ 地域枠医学生を対象とする，へき地，国保診療所，離

島所在公立病院等における研修の実施 

３ 県ホームページや県広報媒体等の有効活用，本県での

就業を希望する医師へのアプローチなど，多様な方法に

よる積極的な医師募集活動による県外在住医師等のＵ・

Ｉターンの促進 

４ 現在離職中の女性医師の再就業を支援するための復職

に向けた研修の実施 

５ 県内の離島・へき地の医療機関等での勤務を希望する

医師の現地視察の実施 

６ 鹿児島大学との連携による，産科医が不足する県立病

院をはじめとする地域の中核的な病院等への産科医派遣 

７ 県内の基幹型臨床研修病院間の連携強化を図り，初期

臨床研修医確保対策を推進することを目的とした「鹿児

島県初期臨床研修連絡協議会」の運営費の一部負担 

８ 小児科，産科（産婦人科），麻酔科，救急科，総合診療   

 科において，初期臨床研修後，引き続き各学会の指定（認  

 定）病院等で専門医となることを目指して研修を受ける者  

 に対する研修奨励金の支給 
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アウトプット指標（当初

の目標値） 

１ 修学資金貸与（Ｒ元年度貸与人数：105 人） 

２ 医師修学資金貸与者の離島・へき地医療実習等の実施

（18 コース） 

３ ドクターバンクかごしまを介し，県外在住医師に対する

U･I ターンの促進等を行い，医師の斡旋等の実施 

４ 女性医師復職研修の実施（2.5 人） 

５ 県外在住医師等に対する離島・へき地視察支援（３回） 

６ 産科医の派遣（２医療機関） 

７ 初期臨床研修医採用者数の増 

（H30 年：103 人→R１：110 人 ※H29 年：109 人） 

８ 専門医養成支援（研修奨励金支給）（32 人） 

アウトプット指標（達成

値） 

１ 修学資金貸与（Ｒ元年度貸与人数：107 人） 

２ 医師修学資金貸与者の離島・へき地医療実習等の実施

（16 コース） 

３ ドクターバンクかごしまを介し，県外在住医師に対する

U･I ターンの促進等を行い，医師の斡旋等の実施 

４ 女性医師復職研修の実施（１人） 

５ 県外在住医師等に対する離島・へき地視察支援（０回） 

６ 産科医の派遣（２医療機関） 

７ 初期臨床研修医採用者数の増 

（R1 年採用：103 人→R2 年採用：108 人） 

８ 専門医養成支援（研修奨励金支給）（31 人） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた：医師数 4,545 人(H30.12) 

（１）事業の有効性 

本事業により，修学資金の貸与をはじめ，修学資金貸

与者に対する離島・へき地医療実習等の実施，専攻医に

対する奨励金の支給など，総合的な医師確保対策を行

うことにより，県内医師数の増加につながった。 

（医師数：4,461 人（H28.12）→4,545 人（H30.12）） 

（２）事業の効率性 

学生から初期臨床研修医，専攻医まで全体的な支援

を行うことにより，効率的な医師確保対策を実施する

ことができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.９（医療分）】 

産科医療体制確保支援事業 

【総事業費】 

17,500 千円 

事業の対象となる区域 鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊

毛，奄美 

事業の実施主体 市町村（複数市町村による協議会等含む） 

事業の期間 平成 31 年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

産科医等の偏在化により地域での産科医療体制の維持が

困難となっているため，安定確保へ向けた支援が必要であ

る。 

アウトカム指標：  

１ 助成対象地域の分娩取扱医療機関の産科医，助産師の数

の維持：  

 H31.4 常勤産科医 112 人 常勤助産師 395 人 

２ 分娩 1,000 件当たりの分娩取扱医療機関常勤産科医数

の維持： 

  H31.4  8.1 人（常勤医 112 人/分娩 13,758 件） 

事業の内容（当初計画） 地域で安心して出産できる環境を整備するため，市町村等

が実施する新たに産科医等を確保するために必要な事業に

要する経費（産科医師等の給与・手当・赴任費用・技術研修

費，他の医療機関からの産科医師等の派遣・出向に係る経費）

を助成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

１ H27 年度以降，新たに確保した医師等の延べ数： 

H27 3 人 → R1 14 人    

２ H27 年度以降，新たな医師等の確保に取組む市町村等の

延べ数：H27 1 か所 → R1 5 か所 

アウトプット指標（達成

値） 

１ H27 年度以降，新たに確保した医師等の延べ数： 

H27 3 人 → R1 9.75 人 

２ H27 年度以降，新たな医師等の確保に取組む市町村等の

延べ数：H27 1 か所 → R1 5 か所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

１ 助成対象地域の分娩取扱機関の産科医，助産師の数の維  

 持：R1.4 常勤産科医 109 人，常勤助産師 383 人 

常勤産科医 112 人（R1）→109 人（R2） 

常勤助産師 395 人（R1）→383 人（R2） 

２ 分娩 1,000 件当たりの分娩取扱医療機関常勤産科医数 
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 の維持： 

R2.4 8.4 人（常勤産科医 109 人/分娩 12,932 人） 

常勤医数 8.1 人（R1）→8.4 人（R2） 

（１）事業の有効性 

   常勤の産科医や助産師を確保することにより，産科医

療体制の安定が図られ，患者の待ち時間短縮や常勤医の

肉体的，精神的負担の軽減，安心安全な医療の提供につ

ながった。  

（２）事業の効率性 

   本事業の開始により，新たな産科医及び助産師の確保

への各地域における取組推進の気運が高まった。 

   事前に申請見込み調査を行い，市町村の意向を確認し  

  た上で，必要に応じて助言を行うなど，効率的な実施が  

  図られた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.10（医療分）】 

医師勤務環境改善等事業 

【総事業費】 

141,279 千円 

事業の対象となる区域 鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊

毛，奄美 

事業の実施主体 県 

事業の期間 平成 31 年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医師不足の一因である勤務医の過重な負担を軽減するた

め，勤務環境の改善に取り組むとともに，特に業務負担の多

い勤務医等に対する支援を行うことが必要。 

アウトカム指標： 

１ 手当支給施設（30 施設）の産科・産婦人科医師数：維持 

（R2.3 末） 

H31.4 常勤産科医 72 人 

２  分娩 1,000 件当たりの分娩取扱医療機関常勤産科医数：

維持（R2.3 末） 

 H31.4 8.1 人（常勤産科医 112 人/分娩 13,758 件） 

事業の内容（当初計画） 医師不足の一因である勤務医の過重な負担を軽減するた

め，勤務環境の改善に取り組むとともに，特に業務負担の

多い勤務医等に対する支援を行う。 

１ 産科医等確保支援事業 

  分娩を取り扱う病院，診療所及び助産所及び産科・産婦

人科医師が減少する現状に鑑み，地域でお産を支える産科

医等に対し分娩取扱機関が分娩手当を支給する場合に，そ

の費用の一部を補助することにより，産科医療機関及び産

科医等の確保を図る。 

２ 新生児医療担当医確保支援事業 

  過酷な勤務状況にある新生児医療担当医の処遇を改善   

 するため，出産後 NICU に入る新生児を担当する医師に  

 対して手当を支給する場合に，その費用の一部を補助する  

 ことにより，医師の確保を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

１ 産科医等確保支援事業 

 ・手当支給者数（延べ）8,700 人 

 ・手当支給施設数 30 施設 

２ 新生児医療担当医確保支援事業 

 ・手当支給者数（延べ）200 人 

 ・手当支給施設数 １施設 
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アウトプット指標（達成

値） 

１ 産科医等確保支援事業 

 ・ 手当支給者数（延べ）10,823 人 

 ・ 手当支給施設数 30 施設 

２ 新生児医療担当医確保支援事業 

 ・ 手当支給者数（延べ）124 人 

 ・ 手当支給施設数 １施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

１ 手当支給施設（30 施設）の産科・産婦人科医師数：維持 

（R2.4）R2.4 常勤医師 70 人 

  手当支給施設（30 施設）の産科・産婦人科医師数 

 （R1）72 人→（R2）70 人 

２ 分娩 1,000 件当たりの分娩取扱医療機関常勤産科医数：

維持（R2.3 末）  

R2.4 8.4 人（常勤産科医 109 人/分娩 12,932 人） 

8.1 人（R1）→8.4 人（R2） 

（１）事業の有効性 

   本事業の実施により，特に業務負担の多い勤務医の勤

務環境の改善が図られた。 

（２）事業の効率性 

   全ての申請書について記入例を作成し，様式のデータ

に可能な限り計算式を入力したものを作成した上で，対

象医療機関に送信したことから，事業を活用する医療機

関の書類作成等の負担軽減を図ることができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.11（医療分）】 

歯科衛生士確保対策事業 

【総事業費】 

854 千円 

事業の対象となる区域 鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊

毛，奄美 

事業の実施主体 県（鹿児島県歯科医師会に委託） 

事業の期間 平成 31 年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

人口対 10 万人の歯科衛生士数(平成 26 年 10 月１日現在)

において，複数の二次医療圏で，全国平均を下回っており，

歯科衛生士の人材確保は必要不可欠である。 

 現在離職中の歯科衛生士に対し，再教育を目的とした講

習・講義等を実施することで，離職期間の知識・技術を補い，

業務復帰を促進し，歯科衛生士の人材確保を図ることが必

要。 

アウトカム指標：歯科衛生士の復職者 30 名 

        (平成 30～令和２年度の３か年合計) 

事業の内容（当初計画） 現在離職中の歯科衛生士の復職を支援するため，復職に

向けた講習・実習等を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

離職中の歯科衛生士に対する講習・講義等の受講者 10 名 

アウトプット指標（達成

値） 

離職中の歯科衛生士 13 名に対する講習・実習等 

（H29:5 名，H30:4 名，R1:4 名） 

歯科衛生士の復職者数 6 名（H29:3 名，H30:1 名，R1:2 名） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

平成 30～令和２年度の３か年合計は現時点では確認できて

いない。 

（１） 事業の有効性 

離職した歯科衛生士に対し講習･実習等を実施し，離

職期間の知識･技術を補うことで，就業に結びつくこと

ができ，経験のある歯科衛生士の人材確保が図られた。 

（２）事業の効率性 

県歯科医師会への委託により，関係機関（県歯科衛生

士会，県歯科医師協同組合，歯科学院専門学校等）と連

携して，講習･実習や就業先の斡旋を実施することがで

き，円滑に受講者の就業に結びつけることができた。 

その他      
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.12（医療分）】 

看護師等養成所運営費補助事業 

【総事業費】 

537,609 千円 

事業の対象となる区域 鹿児島，川薩，出水，姶良・伊佐，奄美 

 

事業の実施主体 学校法人，社会福祉法人，医療法人，一般社団法人等 

事業の期間 平成 31 年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内の看護職員の就業者数は年々増加傾向にあるものの，

就業地域が鹿児島市に集中するなど地域偏在が見られ，ま

た，平成 31 年３月の新卒者の県内就業率は 54.9％となって

いる。 

 また，病床数に対する看護師等の数は，全国平均を下回っ

ており，当面不足感が続くものと考えられていることから，

県内の看護職員の確保と定着を図る必要がある。 

アウトカム指標：県内就業率の増加（現状値：54.9％（H30），

目標値：60％（R5）） 

事業の内容（当初計画） 看護師等養成所における教育内容の充実・向上を図るた

め，学校法人等が設置する養成所の運営費等を助成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

１ 対象養成所数：17 校 

２ 卒業者数：989 人 

アウトプット指標（達成

値） 

１ 対象養成所数 17 校（19 課程） 

２ 卒業者数：687 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

 県内就業率：55.1％（R2.3） 

 指標：県内就業率の増加 

（１）事業の有効性 

 看護師等の養成所における教育内容の充実，向上が  

 図られた。 

（２）事業の効率性 

新卒就業者の県内就業率等により，補助額の傾斜配

分を行うことで，効率的に県内就業促進を図った。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.13（医療分）】 

歯科衛生士・歯科技工士養成除施設整備

事業 

【総事業費】 

153,366 千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 鹿児島県歯科医師会 

事業の期間 令和元年 12 月５日～令和３年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

(1) 県内における歯科技工士及び歯科衛生士は不足及び高

齢化しており，加えて歯科医療技術の高度化に対応し，将来

の歯科医療提供体制を維持するためにも，質の高い医療従事

者を確保する必要がある。 

(2) 鹿児島歯科学院専門学校は，歯科衛生士及び歯科技工

士の養成所であり，特に歯科技工士については県内唯一の養

成所である（歯科衛生士の養成所は同校を含め２施設）。 

アウトカム指標：①就業歯科衛生士の増加（基準年 H29） 

 【R5 年目標値：1591.0 人(常勤換算)】 

 ※H29 年度現状値:1534.3 人(常勤換算) 

②就業歯科技工士の減少率の抑制 

 (基準年 H29 年) 

 【R5 年目標値：△12.5％（対 R2）】 

         ※H29 年度減少率:△15.9％(対 H26) 

事業の内容（当初計画）  歯科医療技術の高度化に対応する質の高い歯科衛生士及

び歯科技工士を養成するため，歯科衛生士・歯科技工士の養

成施設である鹿児島歯科学院専門学校の施設整備を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

施設整備 １施設 

アウトプット指標（達成

値） 

施設整備 １施設 

事業の有効性・効率性 

 

 

 

 

 

 

 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

① 就業歯科衛生士の増加（基準年 H29） 

② 就業歯科技工士の減少率の抑制 

 →令和２年度完成のため現時点では観察できていない 

（１）事業の有効性 

     本事業の実施により，歯科医療技術の高度化に対応す

る質の高い歯科衛生士及び歯科技工士を養成するため

の歯科衛生士・歯科技工士養成施設を整備することがで
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 きた。 

（２）事業の効率性 

      県内に数少ない歯科衛生士・歯科技工士養成施設の

整備補助を行い，県内における歯科技工士及び歯科衛

生士の確保に寄与することができる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.14（医療分）】 

医療勤務環境改善支援センター運営事

業 

【総事業費】 

1,869 千円 

事業の対象となる区域 鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊

毛，奄美 

事業の実施主体 県(委託) 

事業の期間 平成 31 年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

人口の減少，医療ニーズの多様化，医師等の偏在等，医療

機関における医療従事者の確保が困難な状況の中，質の高い

医療提供体制を構築するためには，勤務環境の改善を通じ，

医療従事者が健康で安心して働くことができる環境整備を

促進することが重要となっている。 

アウトカム指標： 

医師数の増（基準年（H26）4,300 人より増） 

【目標値：R５年度医師数 4,839 人】 

看護職員就業者数の増（基準年（H26）31,866 人より増） 

【目標値：R２年度看護職員就業者数 32,866 人】 

事業の内容（当初計画） 医療機関等が勤務環境改善に取り組むに当たり，労務管理

面・医業経営面から専門家による指導・助言を行う医療勤務

環境改善支援センターを運営する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

医療勤務環境改善計画を策定する医療機関数 ３医療機関

（R1） 

アウトプット指標（達成

値） 

観察できなかった。（R1 年度の策定状況は今後調査予定のた

め現時点では把握できない。） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

観察できた→指標：看護職員離職率 

          11.3％(H26(基準年))→10.7％(H30)と低下 

（１）事業の有効性 

センターの設置により，各医療機関による勤務環境

改善への取組に対して，労務管理面・医業経営面から専

門家による指導・助言等，個々の医療機関のニーズに応

じた支援体制ができた。 

（２）事業の効率性 

各関係機関が連携し，労務管理面・医業経営面から専
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門家による支援体制を構築することで，ワンストップ

の相談支援機能を果たし，効率的な支援が図られる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.15（医療分）】 

病院内保育所運営費補助事業 

【総事業費】 

736,827 千円 

事業の対象となる区域 鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊

毛，奄美 

事業の実施主体 社会福祉法人，医療法人，一般社団法人等 

事業の期間 平成 31 年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

病院及び診療所に従事する看護職員の退職理由は，出産，

育児，結婚が多くなっている。看護職員確保対策を推進する

ため，病院内に保育所を設置し，看護職員の離職防止に取り

組む病院等を支援する必要がある。 

アウトカム指標： 

看護職員就業者数の増（基準年（H26）31,866 人より増） 

2020 年までに看護職員就業者数 1,000 人増 

事業の内容（当初計画） 病院内に保育施設を有する施設に対し，保育所の運営に

要する経費（保育士等の人件費）を助成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

１ 補助対象施設数：38 か所 

２ 利用看護職員数：650 人 

アウトプット指標（達成

値） 

１ 補助対象施設数：34 か所 

２ 利用看護職員数：235 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

統計調査の結果が公表されていないため，観察できなかっ

た。 

指標 衛生行政報告例（看護職員業務従事者数） 

（１）事業の有効性 

      病院内で看護職員等のための保育施設が運営され，夜 

    間や休日を含む変則的なシフト勤務や急な勤務変更な 

    ど多様な就労形態に対応した保育が行われることによ 

    り，看護職員の離職防止及び再就業が促進されている。 

（２）事業の効率性 

保育施設を有する医療機関を増やし，看護職員の確保

を促進するため，郡市医師会の協力を得て，県内の病院・

診療所への当該事業の活用希望把握を行うことにより，

事業の周知を図った。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.16（医療分）】 

小児救急医療拠点病院運営費補助事業 

【総事業費】 

87,664 千円 

事業の対象となる区域 鹿児島，南薩 

事業の実施主体 鹿児島市立病院 

事業の期間 平成 31 年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

二次医療圏単位での小児救急医療体制の確保が困難な地

域において，複数の二次医療圏を対象に小児救急医療拠点病

院を整備し，小児の重症救急患者の医療を確保する必要があ

る。 

アウトカム指標： 

小児救急医療の確保 H30：3,500 人→R１：3,500 人 

 （受入患者数）    (※H29(実績)：1,640 人) 

事業の内容（当初計画） 休日・夜間の小児救急医療に対応する「小児救急医療拠点

病院」として鹿児島市立病院を指定し，鹿児島，南薩二次医

療圏を対象に，休日及び夜間における小児の重症救急患者の

医療を確保するため，医師，看護師等の給与費など運営に必

要な経費を助成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

補助対象施設数 １か所 

アウトプット指標（達成

値） 

補助対象施設数 １か所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

観測できた → 小児の救急医療が確保できた（令和元年度

患者受入数：1,338 人） 

（１）事業の有効性 

   休日及び夜間において，入院治療を必要とする小児の 

  重症救急患者の医療確保が図られた。 

（２）事業の効率性 

   申請書類の様式を電子化し，計算誤り等を未然に防止 

  する工夫を行ったことにより，事業を活用する医療機関 

  の書類作成等の負担軽減を図ることができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.17（医療分）】 

小児救急電話相談事業 

【総事業費】 

15,972 千円 

事業の対象となる区域 鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊

毛，奄美 

事業の実施主体 県（鹿児島県医師会，民間業者に委託） 

事業の期間 平成 31 年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

夜間における小児科への患者集中の緩和を図るためには，

小児救急電話相談事業を実施することにより，小児科医の負

担の軽減に繋げる必要がある。 

アウトカム指標：不要不急の医療機関受診を抑制した件数 

        H30:7,851 件/年 → R１:7,500 件/年 

事業の内容（当初計画） 地域の小児救急医療体制の強化と小児科医の負担を軽減

するため，県内全域を対象とした小児患者に関する電話相談

事業を鹿児島県医師会等への業務委託により実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

相談件数 10,000 件／年 

アウトプット指標（達成

値） 

・鹿児島県医師会相談件数：5,816 件／年 

・民間業者相談件数：5,594 件／年 

相談件数合計：11,410 件／年 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた → 8,753 件 

（１）事業の有効性 

   夜間等における小児患者を持つ保護者等の不安を軽

減するとともに，小児科への患者集中による医師の負担

軽減が図られた。 

（２）事業の効率性 

本事業により医療機関受診の是非を適宜アドバイス 

することで，不要不急の医療機関受診の抑制が図られ， 

  夜間の小児科の医師の負担軽減を図ることができた。 

その他  
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鹿児島県 
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３．事業の実施状況 

 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.１】 

鹿児島県地域介護基盤整備事業 

【総事業費】 

797,928 千円 

事業の対象

となる区域 

鹿児島，南薩，川薩，姶良・伊佐，曽於，肝属，奄美 

事業の実施

主体 

社会福祉法人等 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において，安心して生活できる，地域包括ケアシステム体

制の構築を図る。 

アウトカム指標：特養待機者５，５７３名（R元.6.1 時点）の解消を図る。 

事業の内容

（ 当 初 計

画） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて，地域密着型サービス施設等の

整備等を支援することにより，地域の実情に応じた介護サービス提供体

制の整備を促進する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

・地域密着型特別養護老人ホーム  １，０７６床 → １，１４４床  

・認知症高齢者グループホーム   ５，８６２人 → ６，０７２人 

 ※上記目標は平成３０年度から令和２年度末の３か年のもの 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

令和元年度における実績は以下のとおり。 

R元計画 R元実績
地域密着型サービス施設等の整備

地域密着型特別養護老人ホーム ０か所 １か所
小規模な介護老人保健施設 ０か所 ０か所
認知症高齢者グループホーム ２か所 0か所
小規模多機能型居宅介護事業所 ７か所 ３か所
看護小規模多機能型居宅介護事業所 ３か所 １か所
認知症対応型デイサービスセンター ５か所 0か所
定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ４か所 ０か所
介護予防拠点 1か所 １か所
事業所内保育施設 ２か所 ０か所

介護施設の開設準備経費等 　　１２か所 　　１９か所
既存施設のユニット化改修等 ２か所 ４か所
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事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

特養待機者５，２０９名（R２.４.１時点）の解消 

→３０年度事業実施を行ったことにより待機者の減少につながったもの

と考えられる。 

（１）事業の有効性 

特別養護老人ホーム, 認知症高齢者グループホームなどの施設整

備を行うことで, 入所を希望している待機者の解消につながり, ま

た, 小規模多機能型居宅介護事業所, 介護予防拠点の整備を行うこ

とで, 在宅系サービスの充実や, 地域包括ケアシステムの基盤のよ

り一層の構築につなげることができた。 

 

（２）事業の効率性 

   ソフト整備（施設開設準備経費等支援事業）については, 開設前６

か月の間に購入した備品等を補助対象としており, その期間内であ

れば, 交付決定以前に購入した物品等も対象とできることから効率

的な開設準備につなげることができる。 

   また, ハード整備（地域密着型サービス等施設整備事業及び既存

の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業）については, 

  事業着工を急ぐ場合は, 事前着手届け出を出すことで, 補助金交付

決定前に事業に着手することができる体制をとっており, 効率的に

事業を行うことができる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１】 

鹿児島県介護人材確保対策連携強化事業 

【総事業費】 

2,064 千円 

事業の対象

となる区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

鹿児島県 

事業の期間 平成 31 年４月～令和２年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

本県では，2025 年において約 2,100 人の介護人材不足が見込まれて

いることから，介護人材の量，質の安定的な確保を図ることは喫緊の課

題となっている。 

アウトカム指標：関係機関・団体と情報共有を図るとともに，検討会に

おける意見を反映した事業計画を策定・実施する。 

事業の内容

（当初計画） 

介護に対する理解促進，イメージアップ，労働環境，処遇改善等に関

する取組について検討するとともに，関係機関・団体と連携した取組を

展開する。 

①介護人材確保対策検討会（外国人受入作業検討部会・地域部会）の開催 

②若手介護職員の意見交換会の開催と魅力発信の取組の展開 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

・介護人材確保対策検討会の年２回開催 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

平成 27 年度：検討会を１回開催した。 

平成 28 年度：検討会を２回開催した。 

平成 29 年度：検討会を２回開催した。 

平成 30 年度：検討会を２回開催した。 

令和元年度 ：検討会を２回開催した。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた → 計画策定に，検討会での意見を反映させた。 

（１）事業の有効性 

関係機関・団体等から介護人材の確保についての現状や，今後の

介護人材確保に必要な対策等について検討を行った。 

 

（２）事業の効率性 

   介護事業所団体だけでなく，教育庁や教育機関，労働部局等を構

成員としたことで課題の共有化，効率化が図られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２】 

介護実習・普及センター運営事業 

【総事業費】 

18,222 千円 

事業の対象

となる区域 
鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

鹿児島県（鹿児島県社会福祉協議会に委託） 

事業の内容

（当初計画） 

平成 31 年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

県民への介護知識，介護技術の普及を図るとともに，介護従事者の脂

質向上を支援する。 

アウトカム指標：介護に関する情報収集・提供，介護知識・技術の普及

のための各種介護講座・研修の開催及び福祉用具普及のための展示・紹

介する。  

事業の内容

（当初計画） 

高齢者介護の講座等を通じて，県民への介護知識，介護技術の普及

を図るとともに福祉用具機器の展示を行う。また，介護職員等を対象

としたスキルアップの研修等を実施して介護従事者の資質向上を支援

する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

一般県民を対象とした各種テーマによる介護講座や体験教室を県内

各地で開催するとともに，介護職員等を対象とした各種研修の開催，

福祉用具・モデルハウスの常設展示や相談、情報提供等を行う。ま

た，介護専門職を対象とした各種研修を行う。 

一般講座 １０回開催 専門職向講座 ２４回開催 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

一般県民を対象とした各種テーマによる介護講座や県内各地におけ

る体験教室，介護職員等を対象とした各種研修を計画どおり実施し，

福祉用具・モデルハウスの常設展示や相談，情報提供等を行った。 

〇各種研修会の開催 

一般講座 １０回 専門職向講座 ２４回開催 

 上記計画的な実施のほか「福祉体験教室」を，ニーズに応じて随

時開催した。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

観察できた →多くの対象者に技術の普及等が図れた。 

     平成 30 年度／研修会受講者：延 3,591 人，相談件数：4,982 件 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により，離島を含む県内各地において子供から大人

まで幅広い年齢層を対象として，介護知識・技術の普及を図ること

ができ，また，多くの介護職員の資質向上に寄与した。 

（２）事業の効率性 
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   県が設置する介護実習・普及センター（県社会福祉協議会に委託

実施）を活用して事業を実施することで，効率的かつ関係団体との

連携を図りながら事業を進めることができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３】 

 介護の仕事理解促進事業          

【総事業費】 

15,108 千円                                                                                                                                                                                                                                              

事業の対象

となる区域 
鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

鹿児島県（鹿児島県社会福祉協議会へ委託）， 

鹿児島県介護福祉士養成施設協会，鹿児島県介護福祉士会，鹿児島県社

協老人福祉施設協議会，鹿児島県老人保健施設協会，鹿児島県障害者支

援施設協議会，鹿児島県知的障害者福祉協会，大隅地区介護事業所連絡

協議会 

事業の期間 平成 31 年４月１日～令和元年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

 介護職のマイナスイメージを払拭し，介護そのものの魅力や個人の人

生において自己実現を図っていく手段としての職業という側面からの

も力を，若い世代をはじめ多様な人材層に伝達する。 

アウトカム指標：介護人材のすそ野の拡大  

事業の内容

（当初計画） 

１ 介護の日イベント開催 

２ 小・中学校，高校訪問等による介護の情報提供及び介護職の魅力伝    

達 

３ 現役世代を対象とした介護の基礎講座 

４ その他関係団体等の介護の理解促進を図る自主的で創意工夫ある

取組 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

介護職魅力伝達による介護職のイメージアップ 

福祉体験教室の開催 ３１校／年 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

 

福祉体験教室 ３１校／年 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

観察できた →本事業の実施により，多様な人材層に介護の魅力を情報

発信が図られた。 

 令和元年度／介護の費イベント約２５０人参加  

（１）事業の有効性 

本事業の実施により，離島を含む県内各地において子供から大人

まで多様な年齢層に，介護そのものの魅力を伝え，介護従事者のす

その拡大を図ることができた。 

（２）事業の効率性 

   事業の多くを県社会福祉協議会に委託実施することで，介護に関
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わる関係団体や施設等との連携が図られ，効率的に事業を実施する

ことができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.４】 

介護職員人材確保対策事業  

【総事業費】 

2,499 千円 

事業の対象

となる区域 
鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

介護サービス実施法人 

 

事業の期間 平成 31 年４月～令和２年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

高齢化の進行に伴い，県内においても介護職員を確保していくことが

重要であり，介護現場への就業希望者に対して，働きながら介護資格を

取得するための支援を行うことで，介護人材の確保を図る必要がある。 

アウトカム指標：介護人材の確保・育成 

事業の内容

（当初計画） 

介護職への就業促進及び初任者研修の受講支援 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

・新規雇用 ４７人 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

平成 27 年度：新規雇用 ７人 

（受託事業者 18 団体のうち，7団体 7 人の雇用実績） 

平成 28 年度：新規雇用 18 人 

（受託事業者 27 団体のうち，18 団体 18 人の雇用実績） 

 平成 29 年度：新規雇用 21 人 

      （受託事業者 34 団体のうち，18 団体 21 人の雇用実績） 

 平成 30 年度：新規雇用 14 人 

      （事業者 12 団体で， 14 人の雇用実績） 

 令和元年度 ：新規雇用 ７人 

      （事業者 ６団体で７人の雇用実績） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

観察できた →新規雇用者７人のうち，７人がＲ２年度以降も継続雇用

となっている。〔新規雇用の定着率（100％）〕 
 

（１）事業の有効性 

介護現場への入職希望者に対する就業支援を通じて，介護サービ

スを担う人材の確保及び地域における介護サービスの質の向上に

寄与した。 

（２）事業の効率性  

   特になし   
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.５】 

介護職員キャリアアップ支援事業 

【総事業費】 

1,652 千円 

事業の対象

となる区域 
鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

介護サービス実施法人及び（公財）介護労働安定センター鹿児島支部 

事業の期間 平成 31 年４月～令和２年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

 今後の急速な高齢化と労働力人口の減に備え，将来を見据えた介護人

材を安定的に確保する必要がある。 

 

アウトカム指標：介護人材の確保・育成 

事業の内容

（当初計画） 

① 介護職員初任者研修課程を受講するための介護知識・技術習得の機

会を支援し，介護サービスの質の向上を図る。 

② 職場における介護職員の実践的なスキルの評価及びスキルアップの

支援を行うための講習の受講を促進する。 

③ 研修機会の少ない離島地域において，介護職員の資質向上に繋がる

研修や受講ニーズの高い研修を開催し，介護職員の質の向上を図る。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

① 介護職員初任者研修課程 ７０人 

② アセッサー講習受講者 １００人 

③ 離島における介護職員研修受講者 ６０人 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

令和元年度 ①２２人 ②２９人，③１６７人 延べ２１８人 

 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた →初任者研修受講者の定着率（１００％） 

（１）事業の有効性 

本事業の実施により，浅い無資格者の介護技術・専門知識向上が

図られたほか，介護職場における実践的なスキルアップに繋がっ

た。 

 

（２）事業の効率性 

   離島地域を含め，介護人材の確保・育成が図られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.６（介護分）】 

元気高齢者等介護職場インターンシップ事業 

【総事業費】 

7,889 千円 

事業の対象

となる区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

鹿児島県（鹿児島県社会福祉協議会へ委託） 

事業の期間 平成 31 年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

後期高齢者の増加に伴う，介護ニーズの高まりから将来，介護職員が

不足する（2025 年度に本県で約 2,000 人の予測）。 

また，介護分野では高い離職率のため，常態的に求人募集が行われ，

人手不足が生じている事業所もあり，介護職員への負担が高まってい

る。 

アウトカム指標： 新たな介護職員の確保，介護現場への負担軽減 

事業の内容

（当初計画） 

介護施設での職場体験 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

介護施設での職場体験 

・体験者１００人 

・受入施設１００施設 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

介護施設での職場体験 

・体験者８５人（うち就職者数 ２１人） 

・受入施設９３施設（うち体験者の受け入れがあった施設 ４６施設） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた → ２１人の人材確保ができた。 

（１）事業の有効性 

介護施設での職場体験をとおして，介護施設と体験者間の仕事内

容に関するミスマッチを防ぎ，個々の体験者にふさわしい施設を開

拓することで，新たな人材確保に繋がった。 

（２）事業の効率性 

   体験の 1 日目に導入として，介護施設の説明や介護保険制度，認

知症の座学，介護の実技等を実施することにより，介護施設に対す

る体験者の就労意識向上を図った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.７】 

福祉・介護人材確保事業 

【総事業費】 

25,027 千円 

事業の対象

となる区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

鹿児島県（鹿児島県社会福祉協議会へ委託） 

事業の期間 平成 31 年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

少子高齢化が進み，本県においても介護人材確保が困難であるため

（Ｒ元年度本県介護関係求人倍率 2.92 倍），福祉人材センターにキャリ

ア支援専門員を配置し，人材確保を図る。 

アウトカム指標： 個々の求職者と求人事業者とのマッチングや就職面

談会を行うことにより，人材確保を図る。 

事業の内容

（当初計画） 

キャリア支援専門員の配置 

・マッチング活動 

・就職者のフォローアップ活動，ハローワークとの連携 

・ミニ就職面談会の開催 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

マッチング活動 60 人採用（=キャリア支援専門員 4 人×15 人） 

ミニ就職面談会 2 回×5 人=10 人採用  計 70 人採用 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

マッチング活動 46 人採用（キャリア支援専門員 4 人） 

ミニ就職面談会 2 回で 3 人採用     計 49 人採用 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた → 49 人の人材確保ができた。 

（１）事業の有効性 

県内を担当割し，4 人のキャリア支援専門員のうち 2 人は，鹿屋

市と奄美市に常駐している。事業所を直接巡回しているため，事業

所の信頼と情報を得ることができ，個々の求職者にふさわしい職場

を開拓することができた。 

（２）事業の効率性 

   鹿屋市と奄美市にキャリア支援専門員を配置することで，各地域

のハローワーク等との連携も図り地域に密着して人材確保するこ

とができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.８】 

福祉人材センター運営事業 

【総事業費】 

19,273 千円 

事業の対象

となる区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

 

事業の実施

主体 

鹿児島県（鹿児島県社会福祉協議会へ委託） 

事業の期間 平成 31 年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

少子高齢化が進む，本県においても介護人材確保が困難である（R元

年度本県介護関係求人倍率 2.92 倍）。 

アウトカム指標： 福祉人材無料職業紹介事業の相談窓口の充実で求職

者の登録を促し，就職面談会等の開催することにより人材確保を図る。 

事業の内容

（当初計画） 

・福祉人材無料職業紹介事業の実施 

 相談窓口体制の充実を図り，求人・求職者の登録・斡旋を図る。 

・福祉の職場就職面談会の実施 

・福祉現場への就職（復職を含む）への支援講座や福祉人材確保支援セ

ミナーの実施 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

福祉人材無料職業紹介事業による採用 １５人 

就職面談会２回実施による採用 ３０人     計４５人採用 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

福祉人材無料職業紹介事業による採用 １３人 

就職面談会２回実施による採用 ２８人     計４１人採用 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた → ４１人採用できた。 

（１）事業の有効性 

就職面談会を２回開催することが，事業者にとっていい求人確保

の機会となっている。 

（２）事業の効率性 

   基金を活用した福祉・介護人材確保事業で雇用しているキャリア

支援専門員と連携をとり，就職後も採用者のフォローアップを図

り，離職防止の効果を図った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.９】 

介護の入門的研修事業 

【総事業費】 

5,098 千円 

事業の対象

となる区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

鹿児島県（鹿児島県社会福祉協議会へ委託） 

事業の期間 平成 31 年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

少子高齢化が進み，本県においても介護人材確保が困難である（Ｒ元

年度本県介護関係求人倍率 2.92 倍） 

アウトカム指標： 「介護に関する入門的研修」を行うことにより，介護

分野への新規参入を促進する。 

事業の内容

（当初計画） 

・受講料無料の「介護に関する入門的研修」を県内 7 カ所で実施 

・就労希望者には，福祉人材研修センターのキャリア支援専門員のサポ

ートのもと，雇用契約を締結 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

今年度 30 人（受講者の 1/5）人材確保を目標とする。 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

今年度 3 人（受講者の 1/51）人材確保 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった → 多数の参加者に介護の知識を深めてもらえたが，

直後の就職には十分つながらなかった。 

（１）事業の有効性 

本事業の研修をとおして，介護の知識を深めるきっかけに繋がっ

た。また若い世代にも祖父母等に対する介護の方法を深める良いき

っかけになった。 

（２）事業の効率性 

   入門的研修を実施することで介護分野への就労を希望する方との

マッチングの場となり，就職に繋がる支援を実施できた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１０（介護分）】 

外国人留学生介護福祉士候補者受入施設学習支援事業 

【総事業費】 

1,535 千円 

事業の対象

となる区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

鹿児島県内の介護福祉士養成施設（学校法人等） 

事業の期間 平成 31 年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

少子高齢化が進み，本県においても介護人材確保が困難であるため

（H30 年度本県介護関係求人倍率 2.92 倍）。 

アウトカム指標： 介護福祉士を目指す留学生に対し日本語等学習支援

を実施することで，円滑に介護福祉士国家資格に合格し外国人介護人材

の確保・定着を図る。 

事業の内容

（当初計画） 

養成校が実施する日本語学習等の支援に必要な経費を助成する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

 ５施設×２人＝10 人へ学習支援を実施 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

２施設９人の留学生を対象に，日本語学習授業や介護福祉士国家試

験対策講座等を実施 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた → 対象者９人のうち２人は，卒業年度の介護福祉士国家

試験に合格し県内介護施設に就職するなど，介護人材確保に寄与してい

る。また，対象者の日本語能力の向上とともに，専門用語や試験対策等

も学習することができ，養成施設にとってニーズの高い事業となってい

る。 

（１）事業の有効性 

日本語と介護の専門用語の学習を通じて，日本語能力の向上（日

本語能力試験 N3 合格，N1 相当の日本語能力の習得等）につながっ

ており，授業を受ける意欲の向上，介護福祉士国家試験合格等につ

ながっている。 

（２）事業の効率性 

   介護に関する資格を有する教員による専門用語等の学習指導を

行うことで日本語能力を向上させ，介護福祉士の国家資格取得に向

けた学習意欲を促すことで効率化が図られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１１（介護分）】 

介護支援専門員現任研修事業 

【総事業費】 

5,828 千円 

事業の対象

となる区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

鹿児島県(鹿児島県介護支援専門員協議会へ委託) 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築を推進していく中で，要介護者等にふさ

わしい適切なサービス，保健・医療サービス，インフォーマルサービス

等を総合的に提供することが求められる。 

そのため，より一層の介護支援専門員の資質やケアマネジメントの質

の向上を図る。 

アウトカム指標：地域の核となる指導者を 120 名以上養成する。  

事業の内容

（当初計画） 

 各介護支援専門員研修の講師や地域の核となる指導者を養成すると

ともに，介護支援専門員現任研修のあり方等を検討する委員会を開催す

る。 

１ 指導者養成研修 

２ 研修向上委員会の開催 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

１ 年間５回以上の指導者養成研修を実施。 

２ 年間４回以上の研修向上委員会を実施。 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

① 指導者養成研修の実施：４回（新型コロナウイルス感染症拡大防止

のため，５回目研修は中止） 

② 研修向上委員会の実施：４回 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた →各市町村及び介護支援専門員協議会から合計 154 名の指

導者の推薦を受け，指導者として決定した。指導者研修を年間 4回実施

したことで，122 名の指導者を養成することができた 

（１）事業の有効性 

   指導者養成研修の実施により，指導者としての必要な知識やスキ

ルの向上に繋がったとともに，法定研修での受講生への指導ポイン

ト等についても情報共有を図ることができた。また，研修向上委員

会では，介護支援専門員の資質向上のための指導・支援体制につい

て協議し，整理することができた。 

（２）事業の効率性 

   各地域の指導者が一堂に会し情報共有・情報交換を行うことで，
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指導内容の平準化が図られたとともに，地域での介護支援専門員の

ネットワーク構築の推進に繋がった。また，研修向上委員会での協

議内容を指導者研修や法定研修に反映することで，介護支援専門員

の資質向上に繋がったと考える。   

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.12】 

介護職員等医療的ケア研修事業 

【総事業費】 

1,826 千円 

事業の対象

となる区域 
鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

鹿児島県（鹿児島県社協老人福祉施設協議会へ一部委託）          

事業の期間 平成 31 年４月～令和２年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

 たんの吸引等の医療的ケアを必要とする要介護高齢者等が増えてい

るが，医療的ケアのできる人材が不足している。 

アウトカム指標：介護職員等がたんの吸引等を実施するために必要な研

修の講師及び指導者を１００人養成する。 

事業の内容

（当初計画） 

介護職員等がたんの吸引等を実施するために受講することが必要な

研修（基本研修・実地研修）の講師及びその指導者の養成を図る。 

対象者：医師，保健師，助産師及び看護師（保健師，助産師及び看護

師については，臨床等での実務経験を３年以上有する者） 

アウトプッ

ト指標（当

初の目標

値） 

年２回の指導者講習の実施 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

県内で２回指導者講習を実施し，８１人の指導者を養成した。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：養成者育成率（９９％） 

観測できた →研修事業を県内で２回実施し，特養や老健施設などにお

ける看護師等計８１人の指導者を養成した。 

（１）事業の有効性 

介護職員等がたんの吸引等を実施するために必要な研修の講師・

指導者の養成が図られた。 

（２）事業の効率性 

介護職員等がたんの吸引等を実施するために，事業所ごとに受講

することが必要な研修（実地研修）における指導者を養成し，介護職

員等がたんの吸引等を行う研修機会の確保を図った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１３（介護分）】 

介護職員等医療ケア研修事業 

【総事業費】 

2,482 千円 

事業の対象

となる区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

鹿児島県（日本ＡＬＳ協会鹿児島県支部へ委託） 

事業の期間 令和元年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

県内各地域の居宅等でたんの吸引等の医療的ケアを必要とする障害

者等が増えているが，医療的ケアを行うことができる人材が不足してい

る。 

アウトカム指標：県内各地域の居宅等でたんの吸引・経管栄養等の医療

的ケアを必要とする障害者等に対する医療的ケア提供体制の確保 

事業の内容

（当初計画） 

特定の者に喀痰吸引等を行う必要のある介護職員等に対し，喀痰吸引

等第三号研修を行う。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

介護職員等の養成（基本研修：１２０人，実地研修：２０９人） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

介護職員等の養成（基本研修：１２３人，実地研修：１２５人） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた →県内各地域の居宅等でたんの吸引・経管栄養等の医療的

ケアを必要とする障害者等に対する医療的ケア提供体制が確保された。 

（１）事業の有効性 

県内各地域の居宅等でたんの吸引等の医療的ケアを必要とする

障害者等に対して，医療的ケアを行うことができる介護職員等の

確保が図られた。 

（２）事業の効率性 

   医療的ケアの指導ができる県内各地域の看護師とのネットワー

クを持っている日本ＡＬＳ協会鹿児島県支部への委託により，県下

各地域での実地研修を円滑，効率的に実施できた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１４】 

介護職員チームリーダー養成研修支援事業 

【総事業費】 

3,181 千円 

事業の対象

となる区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

鹿児島県（鹿児島県社会福祉協議会へ委託） 

事業の期間 平成 31 年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

介護職の離職率が高いことから（H30 年度本県の介護職離職率

14.4%），新規採用介護職員等の離職防止を図り，人材確保に繋げる。 

アウトカム指標：介護人材離職防止のための研修を行うことにより離職

率の低減を図る。 

事業の内容

（当初計画） 

中堅介護職員に対する研修をとおして，中堅職員の指導力を向上する

ことにより新規採用介護職員等の離職防止と質の高い介護サービスの

提供を促す。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

 中堅職員を対象にしたスキルアップ研修 

 １５会場×２回×２０人＝６００人 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

中堅職員を対象にしたスキルアップ研修 

（２３会場，３８回）１，１２１人 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた → 受講者は当初の目標を上回っており，中堅職員のスキ

ルアップに効果が認められ，事業者にとってニーズの高い研修支援事業

である。 

（１）事業の有効性 

若手介護職員等の指導的立場にある中堅職員に対して新人職員へ

の指導方法等のスキルアップ研修を実施することにより，新規採用

介護職員等の離職防止と質の高い介護サービスの提供が促される。 

（２）事業の効率性 

   令和元年度は，延べ 38 回開催し，151 事業所で 1,121 人が受講

した。各開催地の要望に応じたプログラムを準備することで，参加

者の確保を図った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１５（介護分）】 

訪問看護供給体制推進事業 

【総事業費】 

2,423 千円 

事業の対象

となる区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

鹿児島県（鹿児島県看護協会へ委託） 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

県地域医療構想案において，2025 年の病院の必要病床数が示され，全

圏域で今後増加が見込まれる在宅医療需要に対応する体制づくりが重要

である。 

このような中，今後，在宅療養における訪問看護需要の増加に伴い訪

問看護師の需要及び役割が増えることが明白であるため，訪問看護ステ

ーションにおける訪問看護師の人材確保及び育成等を行う必要がある。 

アウトカム指標：介護保険の指定を受けた訪問看護ステーション利用実

人員を増加させる。 

（H27：11.1 人 → R2：11.7 人） 

事業の内容

（当初計画） 

在宅医療の担い手となる訪問看護事業所の基盤強化を図るため，訪問

看護師等を対象とした研修の実施及び病院の看護師との人材交流を支援

する。 

⑴ 訪問看護人材確保対策検討事業 

  在宅療養を促進する上で訪問看護ステーション等が抱えている課

題等についての分析結果により，人材確保，人材育成等に資する事

業を検討する。 

⑵ 訪問看護事業者によるサービス提供体制強化事業 

  医療依存度の高い様々な疾患を持つ患者が安心して自宅療養を受

けるために，訪問看護ステーション等の看護師等を対象として，在

宅療養に係る看護スキルの向上を目的とした研修を実施する。 

⑶ 医療・介護事業者ターミナルケア促進事業 

  看護師及び介護職等を対象とした在宅等看取り体制を構築するた

めの研修を実施する。 

⑷ 訪問看護理解・連携促進事業 

  地域の中核病院や後方支援病院等の機能強化型・急性期病院等の

看護職員を，訪問看護ステーションへ一定期間派遣し訪問看護業務

等に従事することにより，在宅医療における訪問看護業務や連携の

あり方等に対する理解を深める。 
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アウトプッ

ト指標（当

初の目標

値） 

⑴ 検討会３回／年 

 ⑵ 研修会開催：１回／年 

 ⑶ 研修会開催：１回／年 

 ⑷ モデル病院：２病院／年 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

⑴ ①令和元年７月３１日 第１回訪問看護人材確保対策検討委員会 

  ②令和２年１月２３日 第２回訪問看護人材確保対策検討委員会 

  ③令和２年３月１６日 第３回訪問看護人材確保対策検討委員会 

⑵ 訪問看護研修～疾病や障がいのある小児の看護～の開催 

（２８名参加） 

⑶ エンド・オブ・ライフ・ケア研修会開催（７８名参加） 

⑷ モデル病院：鹿児島厚生連病院，鹿児島大学病院 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった →平成３０年の訪問看護ステーション利用実人員数

が公表前のため，現時点での事業成果は確認できないが，多数の看護師

等が研修会に参加しており，看護師等の資質向上に繋がった。  

（１）事業の有効性 

検討委員会の開催により，訪問看護事業者の基盤強化を図るため

に，訪問看護師等の定着支援策の検討を行うとともに，看護師への

研修会等を通じて人材育成及び在宅等での看護・介護連携による看

取りの促進に繋がった。 

（２）事業の効率性 

   訪問看護理解・連携促進事業を通じて，看看連携が促進され，病

院から在宅への移行に伴う調整等も円滑に進められたとともに，一

時的に訪問看護ステーションの増員が図られ，ステーションの看護

師のスキルアップ等に資する研修を受けることが可能となり，人材

育成にも繋がったと考えられる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１６】 

訪問看護師養成講習会事業 

【総事業費】 

1,217 千円 

事業の対象

となる区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

鹿児島県（鹿児島県看護協会へ委託） 

事業の期間 令和元年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

医療依存度の高い在宅療養者の増加が見込まれており，地域の特性に

応じた在宅療養環境を整えていく必要がある。 

アウトカム指標：訪問看護利用者数の増加：基準年（H28） 5,659 人 

事業の内容

（当初計画） 

訪問介護に携わる看護師等に対して，訪問看護事業の実施に必要な知

識と技術を修得させる講習会を実施する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

養成講習会参加人数 80 人 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

令和元年度においては，講習会（３コース，27 日間）を実施し，65 人

が受講した。 

訪問看護基礎研修（２日，13 時間）は，29 人が受講し，訪問看護を目

指す看護職を養成した。 

訪問看護師養成研修（23 日，142 時間）は，31 人が受講し，訪問看護

に必要な専門的知識・技術を修得し，より質の高い看護を提供できる訪

問看護師を養成した。 

訪問看護ステーション新任管理者研修（２日，13 時間）は，５人が

受講し，質の高い看護ケアの提供と安定した運営・経営ができる管理者

を養成した。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった → 統計調査の結果が公表されていないため，観察で

きなかった。 

（１）事業の有効性 

訪問看護師養成講習会を実施し，質の高い訪問看護師の養成を推 

進することで，医療依存度の高い在宅療養者を支える在宅療養環境

の整備が図られた。 

（２）事業の効率性 

   階層に応じた講習会の実施により，それぞれ必要な知識と技術の 
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修得に繋がり，効果的な研修を実施することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.17（介護分）】 

介護職員実務者研修受講促進事業 

【総事業費】 

2,020 千円 

事業の対象

となる区域 
鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

介護保険事業所 

           

事業の期間 平成 31 年４月～令和２年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

 本県では，2025 年において約 2,100 人の介護人材不足が見込まれて

いることから，介護人材の量，質の安定的な確保を図ることは喫緊の課

題となっている。 

アウトカム指標：介護人材の確保・育成 

事業の内容

（当初計画） 

介護職員が介護福祉士実務者研修を受講する期間中に当該従業者に

係る代替職員を確保した場合に，その費用に対し助成を行うとともに，

事業者が負担した研修費用に対して助成を行う。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

介護福祉士実務者研修受講者数 160 人 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

令和元年度：代替職員の確保 ０人 

介護福祉士実務者研修受講者 ４６人 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

観察できた →介護福祉士実務者研修受講者数の目標値は達成できな

かったが，専門性を目指す介護職員の確保・育成ができたため。 

（１）事業の有効性 

介護職員が介護福祉士実務者研修を受講する期間中に当該従業

者に係る代替職員を確保することにより，研修を受講しやすい環

境整備ができた。 

（２）事業の効率性 

   実務者研修の修了により，さらなる専門性の向上が図られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１８】 

離職介護職員の登録促進事業 

【総事業費】 

2,100 千円 

事業の対象

となる区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

鹿児島県（鹿児島県社会福祉協議会へ委託） 

事業の期間 平成 31 年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

介護職の離職率が高い（H30 年度本県の介護職離職率 14.4%）。 

アウトカム指標： 離職介護職員の登録制度を構築し，介護職への再就

業を促進する。 

事業の内容

（当初計画） 

・届出について相談及び周知広報の実施 

・届出システムの管理及び他制度との連携 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

 今年度 300 人登録を目標とする。 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

今年度 154 人登録を達成 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できなかった →離職介護職員に対する制度の周知が十分進まな

かった。 

（１）事業の有効性 

介護福祉士等の離職者情報を把握し，求職者となる前の段階から

情報提供等支援を行うことができる。 

（２）事業の効率性 

   介護福祉士養成校や実務者養成校の最後の授業において，県社協

職員が本届出制度の説明を行うことにより，登録者確保を図った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１９（介護分）】 

認知症サポート医フォローアップ等研修 

【総事業費】 

928 千円 

事業の対象

となる区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

鹿児島県（鹿児島県医師会等へ委託） 

事業の期間 令和元年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

認知症の早期診断・早期対応を図るため，全市町村に設置されている

認知症初期集中支援チームが効果的に機能するため，同チーム員医師で

ある認知症サポート医等の活用やかかりつけ医の認知症の対応力向上

が求められている。 

アウトカム指標：認知症初期集中支援チーム員医師として協力する認知

症サポート医の増加，もの忘れの相談ができる医師の増加  

事業の内容

（当初計画） 

認知症サポート医に対し，認知症初期集中支援推進事業においてチー

ム員医師として取り組んでいるサポート医に活動報告をしていただく

ことで，初期集中支援推進事業におけるサポート医の連携強化を図るた

め研修を行う。また，かかりつけ医に対し，適切な認知症診療や認知症

の人本人とその家族を支える知識を習得するための研修を行う。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

鹿児島県医師会等への委託による研修会を各１回開催し，認知症サ

ポート医フォローアップ研修者数を９０人，かかりつけ医認知症対応

力向上研修者数を９０人とする。 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

 認知症サポート医フォローアップ研修修了者数１５８人（鹿児島県医

師会への委託による研修会を１回開催。） 

かかりつけ医認知症対応力向上研修修了者数１０５人（あいらの森ホ

スピタルへの委託による研修会を１回開催。） 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた → 合計２６３人が研修を修了した。認知症サポート医と

しての資質向上及びかかりつけ医に対し，認知症に関する知識の習得を

図ることができた。 

（１）事業の有効性 

地域における認知症の人への支援体制の充実・強化を図れたとと

もに，認知症サポート医の連携強化及びかかりつけ医への知識習

得を図ることができた。 

（２）事業の効率性 

県内の認知症サポート医やかかりつけ医を対象に一括して研修

を実施することにより，効率的な研修が実施できた。    
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No. ２０（介護分） 】 

認知症対応型サービス事業管理者等養成事業 

【総事業費】 

234 千円 

事業の対象

となる区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

鹿児島県（認知症介護研究・研修東京センターへ一部委託） 

事業の期間 令和元年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

高齢者介護の実務の指導的立場にある者に対し，認知症介護の専門的

知識や技術等を修得させることにより県の認知症介護指導者を養成す

る。 

アウトカム指標：介護従事者の専門的な知識や技術の向上   

事業の内容

（当初計画） 

・認知症対応型サービス事業管理者等養成研修 

・認知症介護指導者フォローアップ研修の受講にかかる参加費・旅費の

県推薦者への費用負担 

アウトプッ

ト指標（当

初の目標

値） 

・認知症対応型サービス事業管理者等養成研修（８０人受講） 

・認知症介護指導者フォローアップ研修（県推薦１人） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

前年度に引き続き県社会福祉協議会を指定し，管理者研修・開設者研 

修・計画作成担当者研修を計４回実施した。 

 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた →管理者研修を 94 人，開設者研修を 18 人，計画作成担当

者研修を 37 人受講したことにより，介護従事者の専門的な知識が向上

した。 

（１）事業の有効性 

認知症介護の専門的知識や技術や，事業者等における認知症ケア

の質の向上及び地域連携体制構築の推進等に必要な能力を修得す

ることで，認知症の人に対する介護サービスの充実を図ることがで

きた。 

（２）事業の効率性 

   介護従事者等が，最新の専門的な認知症介護技術等を修得するこ

とができた。 

その他  

 



 

40 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No. ２１（介護分）】 

認知症施策市町村支援事業 

【総事業費】 

551 千円 

事業の対象

となる区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

鹿児島県 

事業の期間 令和元年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

平成 30 年４月までに全市町村に配置されている認知症の人やその家

族に早期に関わる認知症初期集中支援チーム員及び地域における医療・

介護等の支援等の連携を図る認知症地域支援推進員の効果的な活動が

求められている。 

アウトカム指標：全市町村に設置された認知症初期集中支援チーム及び

全市町村に配置された認知症地域支援推進員の資質向上を目指す。 

事業の内容

（当初計画） 

 市町村が設置している認知症初期集中支援チームのチーム員を対象

とした研修及び市町村に配置されている認知症地域支援推進員に対し

て研修を行う。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

認知症初期集中支援チーム員研修 年１回 

認知症地域支援推進員研修    年１回 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

認知症初期集中支援チーム員研修 年１回 

認知症地域支援推進員研修    年１回 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた → 認知症初期集中支援チーム員研修を 107 人が受講し

た。 

        認知症地域支援推進員研修を 71 人が受講した。     

（１）事業の有効性 

県による研修を開催したことで，地域課題の共有を図り，認知症

初期集中支援チーム員及び地認知症地域支援推進員の資質を向上

することができた。 

（２）事業の効率性 

   県内のチーム員及び推進員を対象に研修することにより，他市町

村との効率的なネットワーク構築が図られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２２（介護分）】 

専門職認知症対応力向上研修 

【総事業費】 

4,783 千円 

事業の対象

となる区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

鹿児島県（県看護協会，県歯科医師会，県薬剤師会へ一部委託） 

事業の期間 令和元年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

認知症高齢者の増加により，身近なかかりつけ医のもとに通院する高

齢者からも認知症を発症するケースの増加等が予想されることから，医

療機関内等での認知症ケアの適切な対応とともに，歯科医師や薬剤師の

認知症の対応力向上が求められている。 

アウトカム指標：認知症を理解し，早期に気付くことができる歯科医師

や薬剤師等，個々の症状に応じた適切な対応ができる看護職員等の育成。 

事業の内容

（当初計画） 

高齢者と接する機会が多い医療従事者や看護職員，歯科医師や薬剤師

に対し，認知症とケアの基本的な知識やかかりつけ医との連携，入院時

等における個々の認知症の特徴等に対する実践的な対応力向上を図るた

め研修を行う。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

 病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修の開催 ２回 

 看護職員認知症対応力向上研修の開催 ３回 

 歯科医師認知症対応力向上研修の開催 ３回 

 薬剤師認知症対応力向上研修の開催 ４回 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修 ２回  

看護職員認知症対応力向上研修 ２回 

（※新型コロナの影響により１回中止）  

歯科医師認知症対応力向上研修 ３回  

薬剤師認知症対応力向上研修 ４回  

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた →医療従事者２７２人，看護職員３２４人，歯科医師１０

４人，薬剤師２７６人  

（１）事業の有効性 

認知症の基本的な知識から認知症の人への対応方法等を学ぶこ

とにより，認知症対応力の資質向上を図ることができた。 

（２）事業の効率性 

   病院勤務の医療従事者だけでなく，歯科医師や薬剤師が認知症に

ついて正しく理解し，対応力が向上することにより認知症の早期発

見・早期診断につなげることができる。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No. ２３（介護分） 】 

生活支援コーディネーター養成事業 

【総事業費】 

3,582 千円 

事業の対象

となる区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

鹿児島県（鹿児島県社会福祉協議会へ一部委託） 

事業の期間 令和元年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

在宅での日常生活に支援が必要な高齢者等の増加が見込まれる中，市

町村は地域支援事業における「介護予防・生活支援サービス」の充実及

び体制づくりを推進するため，「生活支援コーディネーター」の人材育

成及び資質向上を図る必要性がある。 

アウトカム指標：第２層圏域への生活支援コーディネーターの配置 

事業の内容

（当初計画） 

１ 生活支援コーディネーター養成研修の実施 

２ 県生活支援体制推進コーディネーターの設置 

 ※県生活支援体制推進コーディネーター業務内容 

 ・生活支援コーディネーターの養成研修に関する業務 

 ・生活支援コーディネーターへの指導・助言，相談対応，ネットワー

ク化 

・市町村が実施する生活支援の担い手となるボランティア等の育成に

係る支援 等 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

生活支援コーディネーター養成研修（基礎，実践）年２回 

県生活支援体制推進コーディネーターの配置   １人 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

生活支援コーディネーター養成基礎研修１回（１日間），実践研修１回 

（２日間）実施したほか，県生活支援体制推進コーディネーターを１人

配置し，市町村への訪問支援等を実施した。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた → 第２層の生活支援コーディネーター配置市町村数が増

加した。 

（１）事業の有効性 

全市町村に配置された生活支援コーディネーターに対する養成

研修の実施や県生活支援体制推進コーディネーターの配置により，

市町村における生活支援・介護予防サービス提供の体制づくりを支

援することができた。 

（２）事業の効率性 
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      研修の実施や県生活支援体制推進コーディネーターによる市町

村支援により，各市町村における生活支援サービスの体制整備を促

進した。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２４（介護分）】 

保険者機能強化支援事業 

【総事業費】 

1,753 千円 

事業の対象

となる区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

鹿児島県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの深化・推進に向けて，市町村は保険者機能を

発揮し，自立支援・重度化防止に向けた取組を行うことが求められてい

る。この保険者機能強化に向けた取組として，市町村の状況に応じた支

援を行う。 

アウトカム指標：自立支援・重度化防止に資する地域ケア個別会議を県

内全市町村において実施する。 

事業の内容

（当初計画） 

市町村が効果的に地域ケア個別会議を実施できるよう全体研修会や，

圏域内意見交換・研修会等の開催など，保険者機能強化に向けた必要な

支援を行う。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

・全体研修会 ４回 

・圏域内意見交換・研修会 ８回 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

・全体研修会 ３回 

・圏域内意見交換会・研修会 １２回 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた → テーマ別全体研修や圏域内での意見交換会を実施した

ほか，H30 年度モデル市町と各圏域内における横展開についての検討を

実施したことにより，「自立支援・重度化防止に資する地域ケア個別会

議」の実施市町村数が前年度の 29 市町村から 41 市町村に増加した。 

（１）事業の有効性 

テーマ別全体研修や圏域内での意見交換等を実施したほか，地域

ケア会議が効果的に実施できるよう，H30 年度モデル市町と各圏

域における横展開についての検討を実施したことにより，県全体で

の普及展開が図られた。 

（２）事業の効率性 

   当事業では，市町村が地域ケア会議を効果的に運用し，保険者機

能を発揮できるよう支援している。 
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   市町村が保険者機能を発揮し，自立支援。重度化防止に取り組む

ことにより，地域包括ケアシステムの強化・推進にも繋がったと考

えられる。 

その他  

  



 

47 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２５】 

多職種連携による口腔ケア体制整備事業 

【総事業費】 

834 千円 

事業の対象

となる区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛， 

奄美 

事業の実施

主体 

医療機関 

事業の期間 令和元年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

高齢者等については，入院中に十分な口腔ケアが実施できていても，

退院後自宅又は施設等において，引き続き適切な口腔ケアができなかっ

たため，誤嚥性肺炎等により再入院するケースがある。 

アウトカム指標：退院時に病院から口腔ケアの管理に関する情報を介護

関係者に繋いだ件数の増加 

事業の内容

（当初計画） 

・地域の多職種による事例検討会等 

・歯科衛生士による院内の患者に対する口腔ケアの実施及びス    

 タッフ指導 

・地域の医療・介護等多職種に対しての研修会 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

多職種による口腔ケアの検討会年２回，研修会の開催年２回 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

県内３医療機関において実施した。 

 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた →退院時に病院から口腔ケアの管理に関する情報を介護

関係者に繋いだ件数について，２医療機関においては 17 件（H30 年度）

が 27 件（R1 年度）へ，０件（H30 年度）が 7件（R2 年度）へ増加した。

１医療機関において連携実績はなかったが，多職種連携口腔ケアの体制

構築ができたことから次年度以降取り組むこととしている。 

（１）事業の有効性 

検討会や研修会を通じて医療関係者や介護関係者の要介護者へ

対する口腔ケア等の理解が図られ，退院時のカンファレンスに歯科

専門職が参加し介護職員へ情報提供することができた。 

（２）事業の効率性 
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   退院時に病院から口腔ケアの管理に関する情報を介護関係者に

繋なぐことで，退院後も自宅又は施設等において，適切な口腔ケア

を継続することで誤嚥性肺炎等の予防につながると考えられる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２６（介護分）】 

リハ専門職スキルアップ研修支援事業 

【総事業費】 

1,422 千円 

事業の対象

となる区域 

鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

一般社団法人鹿児島県理学療法士・作業療法士・言語聴覚士連絡協議会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステム構築に向け，地域リハビリテーションとして，

機能回復訓練などの個人に対する支援だけでなく，日常生活行為の活動

への働きかけや生活環境の調整，家庭や社会への参加を促すための居場

所・役割づくりなど，その人の環境へのアプローチも含めたバランスの

とれた支援が重要となっている。 

 このことから，リハ専門職に対して研修等を行うことで，地域包括ケ

アシステムを支える人材を育成する必要がある。 

アウトカム指標：市町村が実施する地域ケア会議，訪問，通所，住民運

営の通いの場でリハ専門職等を活用する市町村数が増加する。 

・平成 28 年度 地域ケア会議：16 市町村，訪問：４市町村， 

通所：10 市町村，住民運営の通いの場：26 市町村 

・平成 29 年度 地域ケア会議：26 市町村，訪問：14 市町村， 

通所：16 市町村，住民運営の通いの場：32 市町村 

事業の内容

（当初計画） 

(1) リハ専門職を対象に，地域で活動するための実践的な技術を学ぶ

スキルアップ研修を行い，市町村事業への支援や地域での指導・助

言を行う人材を育成する。 

(2) 自立支援に資する介護技術を伝達することにより，地域における

リハビリテーション技術を普及し，在宅復帰・在宅ケアに向けた体

制の充実を図る。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

(1) 地域における実践的な支援技術を習得したリハ専門職を育成する

ための研修会を実施し，60 人を参加させる。 

(2) 各地域において 200 人を対象に自立支援に向けた介護技術を普

及・伝達する。 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

(1) 地域における実践的な支援技術を習得したリハ専門職を育成する

ための研修会に 37 人参加。   

(2) 各地域において自立支援に向けた介護技術を 299 人に普及・伝達。 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた →  

令和元年度 



 

50 

リハ専門職等を以下のいずれかに活用した市町村数：42 市町村 

（地域ケア会議：32 市町村，訪問：20 市町村，通所：15 市町村， 

住民運営の通いの場：28 市町村） 

（１）事業の有効性 

地域における実践的な支援技術を習得したリハ専門職を育成し，

地域リハビリテーション活動に従事するリハ専門職等の資質を向

上することができた。 

（２）事業の効率性 

   一般社団法人鹿児島県理学療法士・作業療法士・言語聴覚士連絡

協議会により，地域リハビリテーションについて専門性を生かした

研修を実施することができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.27（介護分）】 

介護サービス事業所雇用管理改善方策普及・促進事業 

【総事業費】 

680 千円 

事業の対象

となる区域 

熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

鹿児島県（公募により研修事業者へ委託） 

事業の期間 平成 31 年４月～令和２年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

今後の急速な高齢化と労働力人口の減に備え，将来を見据えた介護人

材を安定的に確保する必要がある。 

アウトカム指標：介護人材の確保・育成 

事業の内容 

 

 

 

雇用管理責任者等を対象に，人事管理，人材育成，労務管理，賃金等

の雇用管理全般に関する知識やノウハウを取得するための講習を開催

する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

雇用管理責任者を対象とした研修会の開催：計２回（熊毛・奄美） 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

研修会の開催：計２回 

 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

観察できた →雇用管理責任者が設置されている事業所も含め，雇用管

理改善の取組の必要性の認識が深まった。 

（１）事業の有効性 

研修機会の少ない離島地域において，合同説明会を開催したこと

により，介護事業所の雇用管理改善の取組の促進につながった。 

（２）事業の効率性 

離島地域であることから，研修を半日にまとめて開催。受講者が 

参加しやすいスケジュールを企画した。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.28】 

介護ロボット導入支援事業 

【総事業費】

13,476 千

円 

事業の対象

となる区域 
鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

介護サービス事業所等 

事業の期間 平成 31 年４月～令和２年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護ニ

ーズ 

後期高齢者の増大に伴う介護人材の確保は喫緊の課題となっている。

この課題を解決するため，介護職員の負担軽減を図る等，働きやすい職

場環境を構築し，介護職員を確保することが必要となる。 

 介護ロボットは，介護従事者の身体的負担の軽減や業務の効率化な

ど，介護職員の職場定着化の環境整備策として有効であるが，導入費用

が高額であること等から，介護サービス事業所への普及に至っていな

い。 

アウトカム指標： 

広く介護ロボットの普及を促進し，介護職員の処遇改善を行い，介護

職員の確保を図る。 

事業の内容

（当初計画） 

介護従事者の身体的負担軽減や業務の効率化を図るため，特別養護

老人ホーム等に介護ロボットを導入する経費の一部を助成する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

 

 20 施設 60 台 

アウトプッ

ト指標（達成

値） 

平成 28 年度：８施設 19 台 

平成 29 年度：28 施設 60 台 

平成 30 年度：42 施設 90 台 

令和元年度 ：43 施設  94 台 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた →移乗動作の際の介護職員の身体的負担軽減や高度な見

守りシステムの導入により，利用者の行動をより速く察知し，必要な時

に訪室を行うことで，不必要な訪室がなくなり，介護職員の負担軽減に

つながった。 

（１）事業の有効性 

移乗動作の際の介護職員の身体的負担軽減や高度な見守りシス

テムの導入により，利用者の行動をより速く察知し，必要な時に訪
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室を行うことで，不必要な訪室がなくなり，介護職員の負担軽減に

つながっており，介護職員の処遇改善，確保につながる有効な事業

といえる。 

（２）事業の効率性 

 募集年度において介護ロボット導入を行いたい場合に，導入計

画，ロボットの概要資料，見積もり，購入時の領収書などといった簡

素な書類を準備することで，当該年度に導入することができ，効率的

な事業執行を行うことができる。 

その他  
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５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.29】 

介護事業所内保育所運営費補助事業 

【総事業費】 

1,665 千円 

事業の対象

となる区域 
鹿児島，南薩，川薩，出水，姶良・伊佐，曽於，肝属，熊毛，奄美 

事業の実施

主体 

事業所内保育所を設置する介護サービス実施法人 

事業の期間 平成 31 年４月～令和２年３月 

☑継続 ／ □終了 

背景にある

医療・介護

ニーズ 

事業所内保育施設を運営する介護サービス事業所に対し，運営費の一部

を補助することで，育児中の職員にとって働きやすい職場環境の構築を

図り，介護職員の確保を図る。 

 

アウトカム指標：職場環境整備による介護人材確保・定着 

 

事業の内容

（当初計画） 

介護職員の離職防止及び再就業を促進するため，介護施設等の開設者

が 

設置する介護事業所内保育所の運営に要する経費の一部を助成する。 

アウトプッ

ト指標（当初

の目標値） 

４か所 

アウトプッ

ト指標（達

成値） 

平成 28 年度：４か所 

平成 29 年度：２か所 

平成 30 年度：２か所 

令和元年度 ：１か所 

事業の有効

性・効率性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

観察できた → 保育所運営費支援による介護人材確保・定着 

 

（１）事業の有効性 

事業所内保育所運営費の一部を補助することで，育児中の職員に

とって働きやすい職場環境の構築を図り，介護職員の確保・定着に

寄与した。 

（２）事業の効率性 

当事業の活用にあたり，事前に要望調査を実施することで，対象

事業所に対し効果的に支援を行った。 

その他  

 

 


